
4 総事業費 73,839 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅲ 整備事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1165
我山・出屋敷・比土・古郡簡易水道再編推進事業
（単独）

会計 04 簡易水道事業特別会計
活動指標 単位

実績値 目標値

款 01 簡易水道費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

21 安全でおいしい水道水を安定供給する
項 02 簡易水道整備事業費 目標 ― 目標

目 02 統合簡易水道整備事業費 実績 実績

施　策 4 水道施設整備の充実
細目 101 簡易水道改良事業 目標 ― 目標

細々目 06 我山・出屋敷・比土・古郡簡易水道整備事業（単 実績 実績

基本計画該当頁 106 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 340300 評価者

氏　名
西山　治良 連絡先

24 - 0002 実績 実績

名称 水道部　施設課 (内線) 14

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

我山・出屋敷・比土・古郡簡易水道加入者
水道水が安定供給される。

老朽管の更新率
更新した管の延長9145.6/16,460地区内の
老朽管延長

　　％
目標 64 目標 85

100 ━
実績 64 実績 85

老朽管路による漏水発生回数
施設改修により事故や有収率の向上が図れ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12

　　回
目標 ━ 目標 ━

0 0
実績 2 実績 1

（※対象件数 ５２７戸１５７１人 ）
根拠法令・要綱等 水道法、水道法施行令、水道法施行規則

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 19 年度
伊賀水道用水を受水し、上水道に統合することにより安定性・
安全性のより高い施設の構築に加えて、経営の効率化、維持
管理しやすい水道システムの構築、また、既存施設の改良及
び更新により質的充実を図る。
送水施設　１式、配水施設　１式、給水施設　88戸、消化施設
15基、用地補償費　１式、事務費　１式

状
況
変
化
等

既存施設の改良を行うことにより、上水道への統合準備を
図る。

評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント
４簡易水道は老朽化しており水道管破裂事故や濁水などが発生するため、早急に安定した水道水を供給しなければなら
ない。

有効性 4
老朽管の布設替えは、濁水を解消し漏水防止に有効である。

達成度 4
１８年度事業計画どおり実施した。

効率性 4
老朽管路の更新により、管路の破裂による修繕を解消し、断水等の事故を防ぐことによりコスト縮減が図れた。
価格設定については、厚生省主管水道施設整備費国庫補助事業に係る歩掛表及び三重県県土整備部監修の歩掛表に
基づき適正に処理している。

整

1

備内容

建設用地 比土・出屋敷地内
給水戸数　６３戸（φ20mm）

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積） 消火栓　６６基　（φ65mm）

3 規模・構造 ━

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度 16 17 18 19

事
業
内
容

事 業 内 容
平成１７

数量
年度 決算

金  額
内容 平成１８

事 業 内 容
年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
給水管φ50以下 144 ｍ 2,310 送水施設 1 式 780 給水施設 63 戸 3,555
給水施設 342 戸 27,908 配水施設 1 式 760 消火施設 12 基 2,390

工事
消火施設 37 基 10,500 給水施設 88 戸 2,833 事務費 1 式 305
調査費 1 式 185 消火施設 15 基 5,580
事務費 1 式 200 用地補償費 1 式 3,459

事務費 1 式 16

進捗率
(％)

18 64 85 100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 41,103 事業費計(A) 　 Σ 13,428 事業費計(A) 　 Σ 6,250 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 44,703 17,028 9,850 0 0 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 41,103 13,428 6,250 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 15,301 5,324 1,930
そ   の   他
一 般 財 源 25,802 8,104 4,320 0 0 0
計 41,103 13,428 6,250 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等


	統合簡水単

